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１．上限規制と改善基準告示の適用に向けた周知について

２．荷主団体への協力要請について

３．荷主企業への荷待ち時間の改善に向けた要請について

４．今後の取り組みについて

５．厚生労働省本省委託事業について



自動車運転者については、働き方改革関連法により、令和６年４月１日から罰則付きの時間外労働の上限規制（年960時間）
が適用されることから、公労使三者構成の労働政策審議会の下に専門部会を設置し、改善基準告示見直しの議論がなされた。
令和４年９月27日の専門委員会におい取りまとめがなされ、同年12月23日に改善基準告示が開催された（令和６年４月１日
から適用）。

１．上限規制と改善基準告示の適用に向けた周知について

（１）労働基準監督署でのトラック運送事業者向けの説明会
本年４月以降、各労働基準監督署では４４回開催し、386社
（事業場）が参加した（８月末現在）。
※対象は神奈川県トラック協会の非会員である。

（２）労働基準監督署でのトラック運送事業者向けの訪問支援
本年４月以降、各労働基準監督署では76事業場に訪問し、
時間外労働の上限規制及び改善基準告示の説明を行った
（８月末現在）。
※対象は上記（１）説明会の欠席事業場である。



２．荷主団体への協力要請について（１）



２．荷主団体への協力要請について（２）

令和５年４月21日付けで県内の荷主団体に長時間労働の荷待ちの改善に向けた取組を要請した。



３．荷主企業への荷待ち時間の改善に向けた要請について

令和４年12月23日に荷主特別対策チームを編成し、令和５年度以降、荷主企業への要請を実施している。

（１）荷主特別対策チームによる荷主要請
本年４月以降、各労働基準監督署では２２０事業場に
要請した（８月末現在）。

（荷主要請の端緒）
各監督署で選定した事業場
本省ＨＰに情報提供があった事業場
監督指導時に荷待情報があった事業場
適正化事業実施機関との情報共有により把握した事業場



４．今後の取り組みについて（１）

今年度のベストプラクティス企業の枠組みを活用した取り組みを予定しています。

来年４月からの時間外労働の上限規制の適用を踏まえ、
荷主企業と連携して長時間労働の削減等に取り組んで
いる運送業者をベストプラクティス企業として情報発信
することを予定している。
なお、当該企業は11月に労働時間改善神奈川県協議会

で開催するパネルディスカッションの登壇企業との調整
を図りつつ決定する。

（注）ベストプラクティス企業とは、長時間労働の削減
や働き方改革の実現に向けて積極的に取り組む企業。
令和４年度は県内に本社を構える大洋建設株式会社を

選定した（右記参照）。

前年度の事例



４．今後の取り組みについて（２）

神奈川県トラック協会が実施した横浜港各ターミナルにおける海上コンテナ車両待機時間調査
において、一部のターミナルではいまだ２時間乃至３時間を超える待機時間が認められたとの
報告がなされていることを踏まえ、トラック運送事業者の荷主団体などに荷待ち時間の改善等に
向けた取り組みを要請する方向で、調整中である。

荷主 フォワーダー 船会社 ターミナル

海貨 トラック運送事業者

港湾コンテナターミナルにおけるトラック運送事業者の取引関係に着目した対応を予定している。

（取引関係イメージ図）



５．厚生労働省本省委託事業について（１）

自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイトでは時間外労働の上限規制・改正後の改善基準告示の適用に
向け、事業者や関係者、国民に向けた様々な情報を発信しています。



５．厚生労働省本省委託事業について（２）

トラック運転者の長時間労働改善特別相談センターでは、トラック運転者の労働時間削減に向けた労務管理・取引環
境改善のため、荷主や運送事業者からの相談に特化した相談窓口を設置しています。

運送業での知見や経験のある社労士等が相談やコンサルティングを行っています。



５．厚生労働省本省委託事業について（３）

特設サイト「はたらきかたのススメ」を開設し、適用有用業種の時間外労働の上限規制の周知、取引環境改善に向け
た各種情報を提供している。


